
社会資本総合整備計画

・下関港の整備促進及び適切な維持管理により、外貿取扱貨物量を増加させる。

・長寿命化計画の策定率を5％（H22当初）から100％へ拡大させる。

・下関港国際ターミナルを利用する乗降者数を増加させる。

1．交付対象事業の進捗状況（◎：計画期間中に完了　○・△：計画期間終了後も継続（○：計画どおり進捗、△：計画どおり進捗せず）　×：その他（備考欄に具体的に記入[中止、未実施等]）

交付対象事業
Ａ１　基幹事業／港湾事業 上段：計画 　　　　下段：実績

Ｂ　関連社会資本整備事業 上段：計画 　　　　下段：実績

Ｃ　効果促進事業 上段：計画 　　　　下段：実績

一体的に実施することにより期待される効果

Ｂ C
全体事業費
（百万円）

合計
（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

256.2

81.0
13.7
20.7
20.6
3.9
6.4

19.0

5.5

10.0
0.0

下関市

Ｈ２２ Ｈ２５

事業内容
（延長・面積等）

所管課所室

港湾局施設課

1-A1-4

事業
種別

総事業費（百万円）

事業実施期間（年度）

・延命化対策など港湾施設の改良等をとおした港湾機能の維持・拡充を図り、地域産業のグローバルな活動を支える国際物流拠点の形成を目指す。
・日本最大の国際定期フェリー基地の機能の維持や利便性の向上等を図り、交流人口の増加を目指す。

備考

※H21貨物量

※H21乗降者数

Ｈ２３ Ｈ２４

中間目標値

備考

127.0
効果促進事業費の割合

C／（A＋B+C） 12.0%1,060.2 Ａ 933.2

道路改良
6.5m～11m×1,800m

橋梁工　1基
　L=62m、W=25m

道路改良　25m×1,200m

橋梁工　1基
　L=15m、W=9m

航路(-1m)
　V=4,300㎥

本港16,17号岸壁(-10m)
防舷材

本港12,13,15号
岸壁(-9m)
防舷材、エプロン改良

本港10号岸壁(-13m)
防舷材、エプロン改良

岬之町23号岸壁(-5.5m)
防舷材

計画策定：52施設
係留施設32件、防波堤16件、
橋梁4件

本港8号 岸壁(-4.5m)
防舷材

長府3号地
物揚場(-3.0m) 防舷材

航路(-1m)
　V=3,400㎥

あるかぽーと岸壁(-12m)
防舷材、照明施設等

1-A1-6、1-A1-7、1-A1-8、1-A1-9、1-A1-11と一体的に整備することにより、ふ頭を利用したフェリー及びコンテナ船の保安レベルの向上が図られる。1-C-3

1-A1-1、1-A1-2、1-A1-3、1-A1-6、1-A1-7、1-A1-8、1-A1-9、1-A1-11と一体的に整備することにより、機能拡充（物流機能の強化）を図る。1-C-2

番号

1-C-1

備考

計画合計

1-A1-8と一体的に整備することにより、ふ頭を利用したフェリーの利便性向上が図られる。

実績合計 135.1

1-C-3 港湾 内地 下関市 直接 － 保安施設整備

1-C-2 港湾 内地 下関市 直接 － 下関港の活性化

港湾局施設課 ◎
15.0

18.5

1-C-1 港湾 内地 下関市 直接 － 港湾施設の利便性の向上

番号
事業
種別

地域
種別

交付
対象

直接
間接

事業者
要素となる事業

（事業箇所）

番号
事業
種別

地域
種別

交付
対象

直接
間接

事業者
要素となる事業

（事業箇所）
事業内容

（延長・面積等）
所管課所室

進捗
状況

備考
Ｈ２２ Ｈ２５ Ｈ２６

実績合計 687.2

事業実施期間（年度）

総事業費（百万円）

127.0

保安施設整備
保安監視施設整備改良等
（保安照明灯の設置）

港湾局経営課 ○下関港活性化に関する
有識者会議等

港湾局施設課 ◎安全対策施設の整備
（エレベーターの設置）

90.0
92.7
22.0

事業内容
（延長・面積等）

所管課所室
進捗
状況

備考
Ｈ２２ Ｈ２５ Ｈ２６

実績合計

事業実施期間（年度）

総事業費（百万円）

計画合計

緑地 5.5ha ○内地 下関市 直接 － 港湾局施設課
20.0
20.0

新港地区緑地整備

23.9

Ｈ２３ Ｈ２４

Ｈ２３ Ｈ２４

933.2

○

計画合計

橋梁工　1基
　L=28m、W=18m

内地 下関市 直接 － 港湾局施設課
19.5
22.5

本港地区橋梁改良整備

△ 一部未実施
王司船だまり
防波堤改良（防食）

内地 下関市 直接 － 港湾局施設課
40.8
17.7

長府地区防波堤改良整備

◎唐戸浮桟橋
防舷材、照明施設等

内地 下関市 直接 － 港湾局施設課
39.3
35.4

東港地区桟橋改良整備

◎内地 下関市 直接 － 港湾局施設課
17.7
17.7

東港地区岸壁改良整備

× 未実施内地 下関市 直接 － 港湾局施設課
32.7
0.0

長府地区航路浚渫

× 未実施内地 下関市 直接 － 港湾局施設課
7.0
0.0

長府地区岸壁改良整備

◎内地 下関市 直接 － 港湾局施設課
2.1
2.4

本港地区岸壁改良整備

○内地 下関市 直接 － 港湾局施設課
42.7

41.8
全域下関港長寿命化計画策定

× 未実施内地 下関市 直接 － 港湾局施設課
5.0
0.0

岬之町地区岸壁改良整備

× 未実施内地 下関市 直接 － 港湾局施設課本港地区岸壁改良整備

△ 一部未実施内地 下関市 直接 － 港湾局施設課本港地区岸壁改良整備

○内地 下関市 直接 － 港湾局施設課本港地区岸壁改良整備

計画の期間 　平成22年度　～　平成26年度　（5年間）
計画の目標

計画の成果目標（定量的指標）

事後評価書
計画の名称 下関市の産業の活性化に資する国際物流拠点の整備（防災・安全）

指標①

指標②

指標③

※16万人 23万人 25万人

定量的指標の現況値及び目標値

港湾計画（H11改訂）における目標値とH21の貨物現況値のトレンドから、H24及びH26の目標値を計算

長寿命化計画を策定した港湾施設の割合を算定する。
長寿命化計画策定率 ＝（評価時点の長寿命化計画を策定した施設数）／（長寿命化計画を策定する全施設数[55施設]）　(%) 5% 100% 100%

（H22当初） （H24末） （H26末）

238万トン 283万トン※170万トン

定量的指標の定義及び算定式
最終目標値当初現況値

下関港国際ターミナルを利用する乗降者数

指標①

指標②

指標③

港湾

地域
種別

内地

1-A1-3

交付
対象

直接
間接

事業者

257.8

進捗
状況Ｈ２６

番号

1-A1-1

△

下関市

116.1
116.1
199.5

本港地区

地区名

臨港道路の改良整備

要素となる事業
（事業箇所）

◎

1-A1-2 港湾 内地 下関市

直接

直接

直接

直接

直接

－

－

－

－

1-A1-5

△

－

港湾 内地

港湾局施設課

◎

109.7

港湾局施設課港湾 内地 下関市

港湾局施設課港湾 内地 下関市

港湾局施設課

長府地区

長府地区

福浦地区

長府地区

橋梁改良整備

臨港道路の改良整備

橋梁改良整備

航路浚渫

一部未実施

○

1-A1-6 港湾

1-A1-14 港湾

1-A1-15 港湾

1-A1-13 港湾

1-A1-18 港湾

1-A1-16 港湾

1-A1-17 港湾

一部未実施

1-A1-9 港湾

1-A1-10 港湾

1-A1-7 港湾

1-A1-8 港湾

1-A1-11 港湾

1-A1-12 港湾



２．事業効果の発現状況、目標値の達成状況

３．特記事項（今後の方針等）

Ⅱ　定量的指標に関連する
　　　　　交付金対象事業の効果の発現状況

・臨港道路改良整備事業により道路構成や荷重強度が改善され、大型車両の交通機能が向上し、下関港の利便性の向上につながった。
　また、岸壁改良整備事業による防舷材の改修により係船機能が向上し、下関港の利便性の向上につながった。
　このほか、長寿命化計画策定事業により計画的な施設の維持管理を行い長期的な下関港の利便性の促進に資するとともに、緑地整備
により荷役作業に影響を及ぼす風対策を講じたこと、下関港活性化事業で利用者や有識者の意見を聴いて下関港の課題の改善策を検
討し、また、保安施設整備により外貿貨物の取扱いに必要な設備を整えることで、下関港の利便性の向上につながった。

・下関港長寿命化計画策定により施設の維持管理計画が策定されたことによって、老朽化した港湾施設の計画的かつ効率的な機能の維
持が可能となり、ライフサイクルコストの縮減や施設機能の安定的な確保につながった。

・臨港道路改良整備による国際ターミナル周辺道路のバリアフリー化及び安全対策施設の整備による国際ターミナル内のバリアフリー化
によりターミナル利用者の利便性の向上につながった。
　また、下関港活性化事業で利用者や有識者の意見を聴いて課題の改善策を検討するとともに、保安施設整備により国際旅客の入出国
に必要な施設を整えることで、利用者の利便性促進につながった。

・引き続き、延命化対策など港湾施設の改良等をとおした港湾機能の維持・拡充を図り、地域産業のグローバルな活動を支える国際物流拠点の形成を目指すとともに、日本最大の国際定期フェリー
基地としての機能維持や利便性の向上等を図る。

・近年増大する自然災害へ対応するため、災害時における港湾機能維持の観点から延命化対策及び機能向上を図る。

目標値と実績値
に差が出た要因

100%

100.0%

25万人

13万人

Ⅰ　定量的指標の達成状況

【指標①】
外貿取扱貨物量

【指標③】
長寿命化計画の策定率

【指標④】
下関港国際ターミナルを
利用する乗降者数

最終目標値

最終実績値

最終目標値
目標値と実績値
に差が出た要因

目標値と実績値
に差が出た要因

一部事業が未実施となったことや、世界的な金融危機、主要貿易国（中国・韓国）の経
済成長鈍化の影響により目標値は達成できなかったものの、計画当初（170万トン）に比
べ外貿取扱貨物量は大幅に増加しており、本計画の事業実施により国際物流拠点の
形成に資することができた。

－

東日本大震災、外交関係の冷え込み、特に平成26年の韓国フェリー転覆事故の影響に
より、目標年次の乗降者数は大きく落ち込んだため、目標値を達成できなかったもの
の、平成27年の乗降者数は19万人となっており、本計画の事業実施により、交流人口
の増加に一定の効果をあげることができた。

Ⅲ　定量的指標以外の
　　　　　交付金対象事業の効果の発現状況
　　　　　（必要に応じて記載）

最終実績値

最終目標値

最終実績値

283万トン

253万トン


